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筆者は10年 に及ぶ中欧体制転換(政 治 、経済 、

社会変動)を 、特にハンガリーの動向に焦点 をあて

つつ検討 し、暫定的に総括する大会報告を行なっ

た。その際、我が国の研究で比較的取 り扱われ る

機会が少ない転換に伴 う社会構造変化や社会政策

動向の検討 に重点 を置 く予定であったが、社会政

策動向に関する報告は時間上の制約で不充分に終

わった。また、プログラム冊子で触れながら、報告

では言及す る余裕の なか った論 点 も残 されてい

る。さらに、報告に対する貴重なコメント・質問に

対する回答 も意 を尽 くしたものとは言えなかった。

以下では、そうした不備 を補 いつつ大 会報告主旨

を改めて示 したい。とは言え、ここで も紙数は限 ら

れており、私見 を充分に展開する余裕はない。詳

細については、末尾に示す拙稿 と関連諸文献 を参

照願いたい。また、報告(及 び本稿)の 基調 となっ

てい るのが拙稿 「ハンガリ._._体 制 転換の軌跡 ・

1990～1998年 」(堀林、1999b)で あ ることも予め断

っておく。

1.10年 間 の政治過程

ゴワンは中東欧体制転換過程における政治的争

点を、(1)「共産主義」対 「反共主義」、(2)「新 自由主

義」対 「社会防衛」、(3)「民 族主義」対 「ヨーロッパ

主義」、(4)「世 俗主義」対 「教会」、(5)「国 内少数民

族の権 利 に関わ る争点」、などに整理 してい る

(Gowan,1997)。 これを手がかりに、筆者(堀 林)の

視点で、中東欧 のうち中欧3ヵ 国(ポ ーランド、ハン

ガリー、チェコ)の10年 間 の政治過程 を特徴づけて

みれば、以下のようである。

まず、(2)と関 わる新自由主義 イデオロギーの影

響 を受けた資本主義化 と「転換の社会的 コスト」の

緊張関係が1990年 代 のポスト共産主義政治の底流

にあり、ポーランド、ハンガリーにおける政権交代

(非 共産系政権か ら出発 し、旧共産主義政党継承

勢 力主導政権に交代 、次 いで 「中道右派」政権に

移行)は 、その反映であったと言えよう(羽場、1998、

小 森田、1998、 堀 林、1999b)。 チ ェコの近年の政

権交代(97-98年 。市民民主党主導政権 から暫定

内閣 を経て社会民主党政権へ)は 不正献金疑惑に

端 を発 したものであるが、通貨 危機(97年)が 「中

道右派」政権の足下を揺 るがし、その通貨危機 が

(新 自由主義 イデオロギーも背景 とする)「グロー

バル資本主義」と関連することも考慮 に入れれば、

ここでも政権交代 と新 自由主義の関連 を指摘で き

よう。また、近年の経済事情悪化のなかでチェコに

おいても(従 来ポーランド、ハンガリーと比較 して小

さか った)「転換の社会的 コスト」が大 きくなる(失

業増大など)傾 向にあり、同国政治過程 で 「社会

防衛」は重要度を増 しつつある。

EU加 盟交渉開始、99年3月 のNATO加 盟 の事実

に照 らせば、(3)の「民族主義」か「西欧志向(ヨ ーロ

ッパ主義)」かの争点は、中欧3ヵ 国政治生活 で大

きな比重 を占めていないように見えるが、ハンガリ

ー政治転換初期 に「民族派政権」と「リベ ラル派野

党」の対立が政治生活を大 きく規定 したことにも示

され るように、この論点 も軽視 はで きない。また、

「転換の社会的 コスト」増大が 「排外主義」、ゼノフ

ォビアの温床 となる点への留意も必要である(堀

フト木、1998a)。

(4)の 「世俗主義」対 「教会」という争点は、カトリ

ック教会の政治的 ・文化的影響の大 きいポーラン

ドの政治 ・社会動向 を検討す る際 に重要 である

(小森田、1998、 田 口、1999)。

(1)の 「共産主義」対 「反共主義」は 、共産主義政

党 と「反体制派」の 「妥協」で政治転換 に至 ったポ

ーランドとハンガリー(旧 共産主義政党 は社会民主

主義政党 に転換)に おいてはもちろんのこと、チェ

コ(政 治転換以後 も共産党存続)に おいてさえ「体

制選択的」論点ではなく、主 として選挙キャンペー
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ンや連立のあり方に影響 を及ぼす論点である(旧

共産主義政党継承勢力との連立は他政党 にとって

重要な選択問題であるという意味 で)。

(5)の「国内少数民族の権利に関わる争点」は、旧

ユーゴスラヴィア構成諸国の他(比 較的大 きなエス

ニック・マイノリティを抱 える)ス ロヴァキア、ル ーマ

ニア、ブルガリアなどで国政上の争点である。中欧

3ヵ 国(ポ ーランド、チェコ、ハ ンガリー)で 、エスニ

ック・マイノリティ問題は大 きな政治的争点 となって

いないが、ハ ンガリーとチェコには、ロマ人の経済

的困窮、非ロマ人(多 数派)と の間の 「社会的距離」

(social distance)と い う問題がある(チ ェコのハヴェ

ル大統領 もこの問題を懸念 している。『朝 日新聞』、

1999年10月15日 付)。

なお、筆者の他 、羽場報告 も指摘 したように中

欧政党政治 は「中道右派」と「中道左派」の対立 を

軸 として展開しつつあり、その点で西欧型に近づく

傾向にあると言えよう。

中欧 の過去10年 間の政治の暫定的総括 として、

選挙に基づく政権交代や言論 ・出版 ・結社 ・集会

の 自由などが日常的風景 となったという点で、ひ

とまず大 きな成果があったと言 えるであろう。しか

し、他方で前述のようなエスニック・マイノリティの

窮状の他 、89年 政治転換 の推進力 となった 「市民

社会」のその後の 「停滞」など、克服すべ き多くの

問題が残 されていることを同時に指摘 しておくべ

きであろう。

2.10年 間 の経済過程

中欧3ヵ 国の89年 以降の経済過程 を特徴づ けれ

ば以下のようである。政治転換以後の経済政策 ・

制度転換 は、生産の大幅減(「転換不況」、表1)と

国民生活水準低下(シ ョック)を もたらした。「ショッ

ク」(「社会 的 コスト」=失 業 、貧困化 、「過 剰死」

等々)の 度合いを比較すれば、最近の経済危機以

前 まではチェコが他の2国 と比較 して小 さい(失 業

率で顕著)の が特徴的であった。ポーランドの 「社

会的コスト」は99年 時点でも、なお大 きいが(例 え

ば2桁 台の失業率 、表2)、 経済回復は早 く始 まり

(92年 、表1)、 成 長は(減 速化 しつつ も)現 在 まで

持続 している(98年 までに政治転換以前のGDP水

準 を回復 しているのは中東欧 でポーランドのみで

ある)。ハ ンガリー経済 は、94年 に回復局面 に入る

が、対外 ・財政不均衡是正 めざす緊縮政策(後 述)

の ため再度停滞 し、本格的成長軌道に乗るのは97

年 以降である。しかし、99年 時点で も「社会的コス

ト」は大 きい(99年6月 で9%台 の失業率。貧困化に

つ いては後述)。 チェコでは、94年 以後GDP成 長

がプラスに転 じるが、97年 の通貨危機 を経て経済

事情 は悪化する。失業率 も99年 には8%台(6月 、

表2)に な り、ポーランド、ハンガリーのそれに近づ

いている。

これらマクロ経済動向 との関連 で、筆者 が報告

で指摘 したのは以下のことである(時 間の制約から

説明を省略 した部分もあるが)。 第一に、ポーラン

ドが「ショック・セラピー」、ハンガリーが「漸進主義」

(チ ェコはその中間)と して転換期経済政策 が対比

されることが多か ったが、現在の時点から振 り返

ってみれば、そのような対比 は充分に説得的でな

いということである。ハ ンガリーは、転換初期 にポ

ーランドのようなラディカルなマクロ安定化策 を実

施 しなかったが、貿易 自由化 、倒産法施行 などに

おいては充分 にラディカルな措置 を採 った。また、

95年 に実施 され た緊縮政策 ・福祉削減(い わゆ る

「ボクロシュ・パッケー ジ」、ボクロシュは当時のハ

ンガリー蔵相)や 、その後の年金改革(98年 施行)は 、

中東欧で 「先駆的」とも言 える市場経済志向の 「福

祉改革」という側面を有するもので あった。このた

め、近年、ハンガリー転換期経済政策が 「ショック・

セラピー」で あった とす る見 解 も現 れて い る

(Csaba,1998)。 筆者 は、「ショック・セラピー」とハ

ンガリーの転換政策の性格の関連 という問題への

深入 りは避 けて、転換期 に国民が被 る「ショック」

の大 きさによって転換政策 を比較 する視点を提示

し、この観点からはハ ンガリーとポーランドの差異

よりも、これら2国 と(通貨危機 以前の 「社会的 コス

ト」の小 さかった時期の)チ ェコの差異の方が注 目

に値すると指摘 した。

これと関連して、クラウス元首相の新 自由(保 守)

主 義的言説にもかかわらず、チェコでは 「ある種の
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コーポラティズム」が働 き、「転換 ショック」が相対的

に小 さい政策の実施 に至 ったのではないかとも述

べ た。これに対 し、フロアから「92年 までは、ある

種 のコーポラティズムがチェコで機能 していたと言

えるにしても、それ以降にはそうした指摘は当たら

ない」との コメントがなされた。筆者のチェコのコ

ーポラティズムへの言及は
、スターク=ブ ルストな

どのチェコ経済社会分析を参考 にしたもので ある。

即 ち、ターク=ブ ルストは、クラウス政府 とチェコ

労組は 「相互制約関係」にあったとし、「新 自由主義

者 クラウス首相は--三 者審議制度 を利用 し、そ

の ことによ って 制約 も受 け た」と述 べ て い る

(Stark&Bruszt,1998,p.187)。 オ レンスタインも「三

者協議制度」(政労使協議制度)は 、チェコ政府 が

「低賃金 ・低失業政策」を追求するうえで不可欠の

条件であったとしている(Orenstein,1996,p.175)。

彼 らは 「三者協議制」(コーポラティズム)が チェコ

でどの時期 まで機能 したか明言 していないが、少

なくとも機能の時期 を「92年まで」に限定 して いな

いことは論 旨から明らかである。とは言 え、フロア

からの コメントに説得力 をもって回答すべ く筆者 自

身の充分な用意が欠けていた(る)こ とは否めない。

今後の検討課題としたい。

報告で、第二に問題にした(が 充分展開できなか

った)こ とは、「社会的コスト」が相対 的に小 さかっ

たチェコも、前述のように近年 は経済実績が悪 く、

失業 など社会的コストが増大 していることで ある。

経済悪化の背景に構造転換の遅れがある(効 率的

企業統治未確立 を含む。池田 、1999、KOPINT・

DATORG,1999,p.84)と すれば、経済悪化以前のチ

ェコの転換期経済政策は、構造転換 と社会的 コス

ト増大の「執行猶予」(それ 自身無意味 ではないが)

の性格以上のものを備えていなかったと言 えよう。

ハンガリーとチェコの対比に関連 して、97年 以降

の経済成長 における両国の明暗 を、それ以前の外

資主導構造転換志向の強弱(ハ ンガリーがチェコよ

り強い)に 求める議論 がある(盛 田、1998)。 筆者

は、ハンガリーの積極的外資導入政策が97年 以降

の成長加速(99年 に89年 のGDP水 準 に到達す る見

込み。KOPINT」DATORG,1999,p.142)に 貢 献 して

いる事実 を確認する。しか し、外資導 入重視 の構

造改善 と成長政策の評価にあたっては、形成 され

つつある「発展パ ターン」(輸出と内需、大企業 と中

小企業、地域間バランスなど)の 検討 も必要であろ

う。そして、この観点からは、消費と実質賃金がま

だ89年 水準 を下 回り(1998年)、 地域 ・階層間格差

が大 きいという(ハ ンガリー経済の)側 面と「グロー

バル化」の関連が問われて然るべきであろう。

以上のことから明 らかなのは、中東欧 の多くの

諸国で適用 されてきた新自由主義的色彩の濃い転

換政策 は「社会的コスト」が大 きす ぎるという問題

を有 して い る一 方 で(堀 林 、1997、1998b、

Szamuely,1996,Adam,1999)、 「交渉」によるコンセ

ンサス志向の経済転換(コ ンセンサス志向の転換に

つ いては、Stark&Bruszt,1998,Rychetnik,1995,

Szalai,1999)も 、それ(=合 意 形成)の みでは代替

的転換政策を形成 し得ないということである(コ ン

センサス志向の転換 につ いて、筆者 はチェコを念

頭においていたが、もしフロアからの指摘が正 しく、

チェコの転換政策にそうした要素 が希薄であった

とすれば、後者の評価 は意味を失 うということにな

るが)。

第三 に、前述の事柄 との関連で、筆者 は報告 に

おいて経済学の現状 について次のような認識を示

した。即 ち、新 自由主義的転換政策 が「体制転換

の経済学」(「移行経 済学」)として限界 を有するの

は明 らかであるが、他方で転換の 「経路依存性」を

分析 し(例 えば、私有化の帰結としてのポスト社会

主 義的混合所 有の 出現 。Stark&Bruszt,1998,

Chavance,1995)、 「目的論的」新自由主義的政策に

替 えて 「進化的制度変容」策を提起す る(大 抵黙示

的で あるが)諸 制度学派 も、代替政策具体化の弱

さの問題 を抱 えてお り(堀林、1998c)、 総 じて言え

ば 「体制転換の経済学」は未確立であるとした。

3.10年 間の社会構造変容と社会政策傾向-ハ ンガ

リーを中心に

ハンガリーに焦点をあてつつ、政治転換以後10

年間の社会構造変動と社会政策動向について取り

扱 う予定であったが、報告で後者に触れる時間的
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余裕はなかった。社会構造変動 に関 しては、所得

分配 に反映 され ている社会的階層化の全体動向

と、貧困化(層)問 題 、政治転換以後の経済エリー

トなどの論点を取 り扱 った。

表3の90年 代 前半の所得デ ーターが示すように、

ハ ンガリーの経済転換過程において所得格差 は拡

大 している。一人あたり家計所得 を基準にして国

民 を10の 集団に区分した場合、最高所得集団 と最

低所得集団の平均所得の格差は、92年 が約6.7倍 、

95年 が約7.3倍 で あった(99年 夏 の数値 は8倍― 筆

者滞在時に社会学者から入手 した情報による)。 な

お、大会当日にフロアから、筆者が示す表(こ こで

は表3)は 政治転換以前の所得動向 を含んでいない

ので、政治転換 と所得格差増大の関係 を、その表

で説 くことはできないとの コメントが寄 せられた。

筆者 は政治転換以前の88年 のハ ンガリーにおける

最高所得集団 と最低所得集団の平均所得の格差は

5.8倍 で あった(Kolosi&Sagi,1999,p.51)と 指 摘 し、

政治転換以前 よりも以後の方が所得格差が大 きい

と回答した。しかし、フロアからのコメントには、政

治転換以前の所得データーには 「ノーメンクラトゥー

ラ」の実際の経済状況(所 得以外の経済的特権を

含む)が 反映 されていないこと、政治転換 は 「ノー

メンクラトゥーラ」に打撃 を与え「実際の格差」是正

に貢献 したことを考慮に入れる必要、したがって政

治転換 と実際の格差の関係 をより綿密に検討せ よ

との主 旨が含 まれていたように思われ る。筆者は

その主旨 を理解す る。しかし、回答 で述べたよう

に、政治転換以前だけでなく政治転換以後にも捕

捉 されない所得(「隠れ た経済」関連所得)が 存在

するという問題がある。さらに、ハンガリーでは「カ

ーダール ・レジーム」の下で60年 代初頭(62年)か ら

家計所得調査が開始 され(Andorka,1997,p.75)、

これまで継続的にデーターが収集 されている。こ

れ らを総合的に判断 して、「捕捉 された所得」によ

る格差 と現実の生活格差の間に乖離があると想定

しつつ も、さしあたっては 「捕捉 され た所得データ

ー」に基づいて格差の 「大局的動向」の分析から始

めるというのが筆者の方法で あることを再度述べ

ておきたい。

表3が示す別の問題は、経済転換期に一人当た

り家計平均実質所得が低下しており(名目平均所

得と価格上昇率の対比による。92～95年 に約18%

の低下)、国民の6割以上が「全体平均所得」以下

の生活をしているということである(各年の全体平

均所得が、どの所得集団付近に位置しているかの

観察から明らかである)。換言すれば、中間層が薄

い社会というのが転換期ハンガリー社会の特質で

ある。さらに、表3で2番 目から6番目あたりまでの所

得諸集団の実質所得低下の度合いが他の諸集団の

それよりも大きいことは、転換期に中位所得集団

(及び相対的下位所得集団)の地位が低下したこと

を示すものである。

ハ ンガ リーの社会構造 変容に関わ る他の論 点

は、貧困化(層)問 題である。表4が 、94年 時 点の

貧困者構成を示す。貧困(者)は 、ハンガリーでは4

つ のカテゴ リーによって規定 されている。(1)中央

統計局が示す最低生活水準以下 、(2)所得 の大小 を

基準に5集 団を設定 した場合の最下位集団、(3)平

均 所得の半分以下、(4)法定最低年金額以下 、で あ

る。どの基準 を適用するかで貧困者が人口に占め

る比率が異 なるが、表5に 示 されるように、(比率が

変化しない(2)のカテゴリーを別にして)い ずれのカ

テゴ リーにおいても経済転換期(94年 まで)に 貧困

者数は増大 してい る。なお、社会保障関係当局が

用いる貧困基準は、法定最低年金以下の所得生活

者((4))で ある。アンドルカは、現在の貧困(者)を 、

(1)伝統 的貧困(者)、(2)新 しい貧困(者 〉、(3)エスニ

ック(マ イノリティの)貧 困(者)に 区 分 してい る

(Andorka,1997,p.81)。 伝統的貧困者 とは、未熟練

労働者 、農民 、農村 ・小町村居住者など、政治転

換以前 にまで貧困の起源をさかのぼ ることので き

る人々であり、新 しい貧困者 には経済転換過程で

生 じた失業者、解雇代替措置 として(障 害年金給付

と引 き替 えに)早 期退職に追いやられ た人々、遺

族年金受給女性、定職 に就 いていない人々、多子

家族 とその子供 、専業主婦などが含まれる。ポー

ランドの福祉 を取 り扱 った労作(小 森田、1998)に

お いても「貧困層としての子供」(転換期)に 関する

言及があるように、経済転換期の貧困者 カテゴ リ
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一において
、ポーランドとハ ンガリーには一定の類

似性があると思われ る。エスニックな貧困者は、ハ

ンガリーにおいて50万 人以上存在す るとされ るロ

マ人の貧困である。政治転換以前 も彼 らの生活は

きび しいものであったが、国家の社会統合政策に

より、彼 らは未熟練 ・半熟練労働者として職を保有

していた。しか し、政治転換以後 ロマ人の 多くが

失職 し、彼 らの生活は急速 に悪化 した。表4が 示

すように「最低生活水準以下」のカテゴリーにおい

てはロマ人の約9割 が貧困者 である。そして、チェ

コと同様、ハンガリーにおいてもロマ人 と非 ロマ人

の間の「社会的距離」が問題 となっている。

「貧困対策」には、狭義では「社会扶助」(給付)、

広 くは年金、家族手 当、失業給付 などの社会保障、

さらには教育 、地域政策(経 済転換期に就業機会 ・

所得分配上の地域格差が拡大 している)ま で含ま

れよう。このうち、現在 までの調査研究によれば、

高齢者年金や家族手 当などは貧困予防 ・緩和に一

定 の貢献 をしているが、それ と比 べて社会扶助 、

失業給付 の貧困緩 和に果 たしてい る役割は弱 い

(Cichon,1997,F6rster,eta1.,1999)。 例 えば、フェ

ル ゲによれば、ハ ンガリーで本来受給資格のある

貧困者の50～60%の 人 々が給付 を受 けてい ない

(Ferge,1997b,p.306)o

他 方 で、貧困者の対極 にある転換期 「経済エ リ

ート」について、ハ ンガリーではその「起源」、「根拠」

をめぐる社会学的研究が盛 んである。その際 、ブ

ルデューの 「経済資本」、「社会(関 係)資 本」、「文化

資本」などの概念 が援用されることが多い。この分

野の専門家であるコロシとシャーギーは、政治転換

以後の 「経済エリート」(国家経済機関幹部、企業経

営者)の 「起源」が、旧体制においても「エリート」あ

るいは 「準エリート」(「副官」)の地位 を保有 してい

た人々である場合が少なくなく、その際彼 らは旧体

制における政治的地位 を利用す るというよりも、む

しろ「文化資本」(被教育歴や経済運営能 力)保 有

を「根拠」にして政治転換以後も(私 有化 された企

業及び存続す る国有企業の)経 営者の地位 を維持

していると説いている(Kolosi&Sagi,1999)。 さらに、

ハンガリーのみならず、ポーランド、チェコにおいて

も「新経済エリート」と「旧エリート」には重 なり合い

が少 な くないとの指摘 がある。((Eyal,Szelenyi

 and Townsley,1997)表6。 「エリートの再生産」)。こ

れ と、経済転換過程において貧困も「再生産」され

ている事実 を重ね合わせれば、社会構造の再編 は

「過去の遺産」に制約 され 「進化的」過程 を辿って

い るというのが筆者が報告で示 した要点の一つ で

ある。

報告でほとんど言及す ることので きなかった体

制転換期の社会政策動向に関 して、筆者 にとって

重要 な論点 は次の2つ で ある。第一 は、転換期の

社 会政策の性格規定 であり、第二 は、社会政策形

成の国際的背景である。前者について、筆者 は転

換期社会政策が 「社会的コスト」緩和に果たす役割

を期待 されつつ、他方で経済的のみ ならず社会的

にも「小 さな政府」を志向する政策基調 に制約 され

るという「二重の性格」を有 してい ると把握 してい

る。現実の社会政策の展開に即 して言えば、「転換

の社会 的 コスト」を軽減す べく、中東欧 諸国では

「失業給付」、「社会扶助」などの制度が整えられた。

また、年金 、医療財源が国家財政 から独立 し、社

会保険基金にシフトする方向での制度再編 が実施

された。これらの側面 だけ見れば、転換期 中東欧

の社会保障体系は西欧諸国のそれに近づきつつあ

る(Cichon,1997)よ うに思われる。しかし、他面で

中東欧の社会政策(・ サービス)再 編 は、98年 のハ

ンガリー年金改革が公的年 金部分の縮小 、一部

「民営化」を伴って実施 されたことに示 され るよう

に(ハ ン ガ リー 年 金 改 革 に つ い て は 、

Simonovits,1998)、 「個人責任」の強調や、福祉分

野での市場原理重視(「年金基金」を通 じる資本市

場活性化志向など一それ はラトヴィア、ポーランド

の年金改革でも見られる)の 傾 向を内に含んでい

ることへの留意 が必要で ある(中 東欧 社会保障体

系再編 については、堀林 、1999a)。 ハ ンガリーで

社会政策拡充、その民主的形成 を説 くフェルゲと

(Ferge,1997a及 び1997b)、 共産主義 レジームから

継 承され た「早産の福祉国家」(経済能 力を超える

社会支出)の 克服 と「個人責任」、「福祉 セクター多

元化」を強調するコルナイ(Komai,1997)の 間で論
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争がなされているのも、前述の ような転換期社会

政策の 「二重の性格」を表現 したものであると言え

よう(両者の論争については、堀林、1998d)。

さらに、第二に重要 なのは、転換期社会政策 も

また、経済政策 と同様 に、IMF、 世 界銀行 などの

(新自由主義的色彩の濃 い)提 言に強く規定 される

とともに、他の国際諸機関(ILO、EU、OECD等 々)

や、「ポスト福祉国家」、「福祉 ミックス」、「第三の道」

(Giddens,1998)な どの表現をとる「福祉改革」の国

際的諸潮流の影響 も受けながら形成 されつつある

ということである(国 際諸機関の社会政策傾向につ

いては、Deacon,eta1.,1997)。 例 えば、中東欧 に

おいて教育の意義や積極的労働市場政策が近年強

調 される背景に 「積極的福祉」、「社会投資国家」論

の影響 を見ても的はずれ とは言 えないであろう。

ここで、大会当日のコメント・質問への回答につ

いて補足 しておきたい。討論者 から「転換の社会

的 コスト」がさらに大 きくなれば、旧体制期の社会

政策が復活するかどうかという質問が寄せ られ た

の に対 し、筆者 は「中欧 でその可能性 は小 さい」と

回答 した。それは、新自由主義 、「西欧福祉国家」、

「第三の道」などの間を浮遊する中欧社会政策の現

状 を意識 した回答であった。しかし、報告 で述べ

たように体制転換期経済 ・社会政策の帰結に対す

る国民の評価は厳 しく、旧体制への ノスタル ジーが

見 られ ることも事実で ある。体制転換に伴 う国民

の窮状がさらに深まる場合、社会政策のバ ランスが

「平等主義的」方向に向かう可能性 も除外できない

とした方が正確であった(回 答の修正)。 また、「市

民社会」の定義に関わる質問 と、中欧 が採 り得 る

政策選択幅に関するフロアからの質問に一挙に答

えようとして、筆者 はたとえ政策選択幅が狭 くても

市民社会を強化する方策は あり得 るとし、具体例

として教育拡充、中小企業振興 などの意義 を強調

した。個人 と国家の 「間」に存在する(ま た国境 を

越 えた)自 律的主体(市 民社会)が 、「グローバル経

済」の「暴走」に対す る拮抗力となり得 ると想定 し、

自律的主体の成熟のために、とりわけ教育や地域

社会(そ こで中小企業の果 たす役割は大きい)強 化

が重要であると考えたからであるが、意 を尽くした

回答であったようには思われない。「グローバル経

済」規制における「国民国家」の役割、NGO、NPO

の役 割 という論点、さらに「市民社会」概念の正確

な定義、「市民社会」と「階級」と「国民」の関連、な

どについて今後より掘 り下 げて検討 してみたい。

最後 に、筆者 は、中東欧転換の10年 を、政治的

自由 と民 主主 義の領域で前進が あったが、経済

「転換の社会的 コスト」は甚大で あり、社会政策 は

その コストを軽減するのに充分 な役割 を果たして

いないと総括 した。また、ポスト共産主義転換の社

会的 コストとしての失業や貧困問題は、先進資本主

義諸国の 多くが直面する問題でもあり、したがって

ポスト共産主義 「転換の経済学」は世界的 システム

転換の経済学 と重 なり合 う側面 を有 していること

も指摘 した。(大会プログラム冊子の タイトルは 「政

治転換以後の中東欧経済社会の変容」であったが、

本稿では 「中東欧」を「中欧」に変更 している。南東

欧 には報告 で言及することがなかったからという

のがその理由である)。
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(表1)中 東欧諸国のGDP(旧 ソ連構成諸国も含む)(対 前年比あるいは対前年の該当期間比)

(注)

a準 備段階の(preliminary)数 字

b総 社会的生 産物(Gross social product、MPSシ ス テム)

C第 一四半期

d前 半期

(出 所)KOPINT-DATORG,1999,p.139.

(表2)中 東欧諸国の失業率(旧 ソ連諸国を含む)(活 動人口に対する比率、年末ないしは月末)

(注)

aILOの 方式にしたがって計算 した数字

b1996年 までは年平均

C9月

(出所)KOPINT・DATORG,1999,p,141.
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(表3)1992～95年 のハンガリーの所得集団別平均所得(家 計一人当たり所得)動 向

(注)表 示はないが、92～95年 の各年の数値は月収を表し貨幣単位はハ ンガリー通貨フォリン トと推定される(堀 林)。

(出所)Kolosi&S�gi,1999,p.52.
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(表4)異 なるカテゴリーでの貧困者比率(年 齢集団、社会階層、エスニック集団。1994年 。%)

調査は約2000家 計(大 人約4,500人 、子供1200人)へ のインタビューによってなされている。

(出所)Andorka,1997.p.93,
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(表5)異 なるカテゴリーでの貧困者比率(1992～96年 。%)

(出所) Andorka,1997,p.92.‹y‚Ñ95. 96”N‚É‚Â‚¢‚Ä‚ÍSzalai,J.,••Trends of Poverty in Hungary in the 1990s East Central 

Europe, Vol.20-23, pts.3-4,1998, p.45.

(表6)チ ェコ、ハ ンガ リー、ポーラン ドの新経済エリー トの1988年 当 時の地位

(出所)Eyal.Szel�nyi and Townsley,1997.p85.
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Transforming Post Communist Economies and 

Societies in Central Europe - A Case Study Focusing on Hungary

Takumi Horibayashi 

(Kanazawa University)

SUMMARY

The paper analyzes the system change since 1989 in Central Europe.

 Section I deals with the political change.

Enumerating several factors which have influenced on the political life since 1989,the paper,first, looks 

the issue of neo-liberalism vs.social protection as the most important one for political fluctuations. For 

instance,the changes of governments in Poland and Hungary during the past decade can be rather clearly 

explained from the issue remarked above.

Second, the parliamentarism has been consolidated and the two party system (Center-right vs. Center-

left) has been appearing in Central Europe.

Third,the development of civil society has been slow during the past decade in Central Europe and the 

social distance between the Roma and the majority society has been great in Hungary and the Czech 

Republic.

The further development of democracy requires to solve these problems.

Section II analyzes the economic change.

Examining the economic transformation of the Central European countries respectively,the paper,first, 

remarks that the social costs of economic transformation was smaller in the Czech Republic than in Poland 

and Hungary till 1997.

Hungary has been often listed as a model of gradualist transformation in contrast to another case of

•g shock therapy•hin Poland. However,the economic change has been radical enough to•gshock•hpeople and 

brought a number of the unemployed and the poor in Hungary.Rather, the comparison of the Czech 

Republic with the other two countries is more appropriate to draw some lessons from the past economic 

transformation.The paper attributes socially sensitive transformation in the Czech Republic to a kind of cor-

poratism among the government,firm-management and trade union. 

 However,the social costs in Czech Republic are increasing during recent economic slump which shows 

the limit of a consensus-oriented policy-making.

Thus,the paper suggests that•gthe Economics of Transformation•his not settled yet.

Section III examines the change of social structure and the tendencies of social policy during the system 

change,focussing on Hungary.

First,the income differencials has been increasing and it has happened mainly the expense of middle 

strata whose incomes have decreased to the greatest extent.

Second,one third of the Hungarian population has lived below the subsistance minimum calculated by 

the Central Statistical Office during the system change and 90 percent of the Roma has lived below poverty 

line remarked above.

Third,according to some sociological analyses, the•gnew economic elites•hare often overlapping with the

•g old elites•hwho have kept their managerial positions on the basis of their own•gculutural capital•h.
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Forth,social policy in Central Europe has been rearranged to mitigate the social costs of economic 

trasformation, however, on the other hand it has been strongly influenced by neo-liberal idea of small gov-

ernment which has been recommended by the IMF and the World Bank. It has been also influenced by the 

other transnational organizations (ILO, DECD, EU and so on).

The paper concludes that the political change has brought good results,but the economic change has 

burdened people with huge social costs which have not been satisfactorily mitigated by social policy in 

Central Europe.

Key words : Social costs of Transformation 

Central Europe 

Hungary 

Social Structure 

Social Policy
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